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序　先般、「大学における研究活動は、いま～大学付属研究所の現状と未来」と
銘打った公開シンポジウムが開催された。これは、和光大学総合文化研究所
創立10周年を記念する事業の一環として開催されたもので、中央大学社会科
学研究所、成蹊大学アジア太平洋研究センターなど特色ある研究実績を蓄積
している著名な研究所の所長等を迎え、大学（付置）研究所の課題や問題点、
さらには社会における大学の研究活動の役割などについて広範かつ意義深い
討論が行われた。
　こうして総合文化研究所が設立されて10年を迎えているわけだが、別項で
触れられることと思われる研究所創設までの幾余もの先駆的共同研究の蓄積
は見逃せない。ともあれスタートとなった1995年は大学創立30周年という一
つの節目の年であり、概括してみるに、創学と『新しい試み』と大学「紛争」
の10年、再生・再構築と模索の20年というそれまでの教育・研究活動、云う
ならば和光大学という大学のトータルな歩みの再評価と今後の方向性を探り
当て、それまでの30年を総括する形で新な展開・飛躍を果たそうとしていた
時期ではなかったか、事務部局からはそのように見受けられたし経営の強
化・安定と組織や分掌の再編など事務改革の試みを励ますものでもあった。
　ではそれら教育・研究を支える事務部局の歩みはどうであったか。和光大
学創学の理念への情熱は共有しつつも初代事務局長が「雑群」と呼ばざるを
得なかった状態からの脱却をめざし、教員層からの支援や協力を受けながら
また独自の努力により、組織の改革と業務の蓄積・力量の向上に文字どおり
奮戦してきた。そして現在一定の組織と体制を作り上げそれなりの力量も蓄
えてきているのではないかと事務部局としては自負しているわけだが、教
育・研究とりわけ研究諸活動（個人研究・共同研究・学会活動や国内外との
学術交流等々）や総合文化研究所の発展に関わってその任を果たしあるいは
課題を解決してきたのか、そして現在、さらには今後の展開にとって果たす
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べき役割は何で、どうあらねばならないのか。これらのことがらについてこ
れを期に、不十分ではあっても省みておくことが、和光大学総合文化研究所
10周年を共に祝し今後ともの発展に資することになるのではと、ほとんど邪
念に近い思いで拙文を寄せることとした。したがってこの文書は事務部局を
代表してのものではないこと言うまでもないが、お断りしておきたい。
史
　1966年開学時の全学の構成を見てみると、学生数は368名、教員は学長他41
名、職員は事務局長他26名で、その組織は総務課・経理課・教務学生課そし
て附属図書館で出発している。その後今日に至るまで紆余曲折を経ながら幾
たびか事務組織の改編、附属図書館の新築・移転などが実施されてきている
が、図書館を除く教員の研究活動に直接的に関係する部局に限定して振り返
ってみると次のような変遷を辿っている。
　教務部教務学生課（教務係・学部事務係・学務係・保健室）の一係として出
発した学部事務は当初「先生たちのお世話」係といったものであったが、徐々
に学部長補佐や教授会関係業務、教員研究費や図書費の管理など学部事務業
務の骨格が固まった1974年学部事務室として独立、1977年度に至って各学科
資料室の設置などを契機に人文学部事務係と経済学部事務係とに整備された。
　1974年に始まる一般教育の全般的見直しの試みをはじめとして、70年代か
ら80年代にかけて人文学部各学科ならびに経済学部の教育課程の再検討がす
すめられたが、これらの延長線上のこととしてか、あるいはその総括的結論
の一つとしてか、当時盛んに喧伝されていたことは、「教育の和光」とともに
そのためにこそ「研究の和光」でなければならないということであった。図
書館を巡っては学習図書館か研究のそれかなどの議論もあった。1985年の本
学将来構想に関する第一次答申では「開学20年をひとつの節目に、改めて
『実験大学』のこれまでをふり返り、今後の方向を見定めて、いわば第２期へ
の確かな一歩を踏み出したい」とし「学内外の研究交流をはかる上で、研究
所を作ることが望ましいだろう」と結論づけ、1988年の同最終まとめでは研
究所の設立と共に、「学生に対し、研究者としての個々人の活動が開かれてい
ることは、講義とは異なった教育効果をもつと同時に研究者の相互刺激とも
なる」として教員の研究者としての側面を強調していた。これらの背景とし
て、「1983年に、共同研究ならびに個人研究の一層の活発化を企図しての研究
集団づくりが行われ、その中で全学部・学科の教員によって構成されるいく
つかの共同研究グループが生まれ」「着実に成果を積み重ね……多様な結実
をしめし、その成果を世に問うてきた」（『和光大学の教育と研究』第１号）
ということがあった。
　これら全学的な共同研究の高まりの中で1991年には、「研究グループ相互
の連携を強め……将来研究所として体制を整備する……」共同研究機構が設
立されるのだが（他方、個人研究への援助はどうなるのだという声も聞かれ
た）、これら研究活動の盛隆の波をしかと受け止め「棹さす」には如何にすべ
きか検討を重ねた結果その２年ほど前の1989年、学部事務室は組織を変更し、
研究活動を補助する業務を専らとする研究事務係として独立させ学部事務係
との二係制へと移行した。（これは余談だが当初この係は研究支援（事務では
ない）係として構想されたものの、人間科学科が人間関係学科としてしか認
可されなかったと同じ「論理」で研究事務係となった）。これを期にそれまで
科学研究費補助金、私大設備整備費補助金、海外研修派遣旅費補助金のみ扱
ってきたことに加え、総務課所管であった特別補助や特色ある教育研究補助
金、学術振興資金等の補助金業務を学部事務室に移管するとともに、学部事
務室業務全般の中で渾然一体として対応していた研究活動に対する事務的援
助を一括して行う体制を整え、民間財団の活用など研究補助事業に係る情報
の収集と広報、業務力量の開発と経験の蓄積に努めた。因みに教員サロンも
総務課から移管され「教員サービス」の機能化がはかられた。それから５年
後の1994年、当初目的の基盤的整備は整ったとの総括のもと研究事務係は学
部事務係一係に収斂され今日に至っている。このことは、学部学科の再編や
それに伴う学科・教員組織の細分化、研究（活動）の高度化・多様化、学科
教育課程と共同（個人）研究のパラレルな関係とコラボレーション志向を背
景として、むしろ事務部門としても個別化・専業化しているより学部事務業
務総体として総力的に対応する方が効果的であり、教員側の要望にも的確に
応えることができるであろうとの見通しからでもあった。
結
　大学の教育・研究を巡っては、その質をも問いながら厳しい状況が続いて
いる。入試改革と教学改革と経営改革は一連一体のものとして認識され緊密
に連動させて進められなければならないものだが、和光大学はいまその瀬戸
際にいて立ち 竦 んではいないだろうか。「地殻変動」もそれによる「津波警
すく
報」も感知しながらそれへの対策はどうだったのか。教育研究の危機と経営
の危機が一対となった危機、つまり大学存亡の危機として現れてきていると
ころに現在の危機の特質があり本質ともなっている、ここにこれまで踏破し
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てきたものとは異なった特徴がある。受験生の減は教育と経営の危機として
あり、その大波はまさにいま和光大学にも襲いかかってきている。これを乗
り切るには教育と研究というボードを鍛え、サーファーの足腰と技を磨きそ
の波に果敢に向かっていくこと、サーフィンもまた楽し波が大きいほど乗り
切る醍醐味が、という感覚が必要だろうと思う。個々の研究成果が、共同研
究のうねりが、総合文化研究所としての展開が、さらには国際・国内の学術
交流が多様な教育実践としても結実し、それらが個別に花咲き実を付けるば
かりでなく「和光大学の特色・強み」として社会の信を問い、高校生たちへ
の熱いアピールとして打ち出していくことが求められているの事実は論を待
つまでもない。
　他方、文部科学省の補助金政策は是非の評価は別として、大学運営の経常
的経費への補助から特色ある教育・研究への特別補助へと大きく転回してき
ており、しかもそれはCOEや GPなど優劣評価を下したうえでのものに傾
斜し額も高額化してきている。これまで和光大学が得意とし誇りともしてき
た新しい試みや先駆的実践も個別的では今は評価の対象とはならず、全学的
な取り組みでかつ全学生を対象とするものであることが求められている。
「学部学科の垣根を越えて」の研究活動や教育課程の編成は何よりも和光大
学の特色とするところであったはずで、これまでの実践と経験、蓄積をぜひ
生かしてもらいたい。
　さてこのことを事務部局に引寄せて考えるなら、さまざまな教育・研究の
実践的試みの全学的な取り纏めを期待しつつ、それらに総力を挙げて対応で
きる体制の組織化とその力量をつけること、そして必要な財政的支援を重点
的に行うことのできる安定的な財政基盤の確立と積極的な財政政策の展開が
必要とされるのであろう。もちろんそれには厳しい現実が、いずれにしても
痛みを伴うものとならざるを得ないであろうから、痛みと喜びが 綯 い交ぜと
な
なった生の現実との闘いであろうことは想像するに難くない。そのためにも、
いやそれだからこそ今一度さらなる教員と職員との日常的で個別的な交流と
ともに、組織的制度的な交流と意見交換の場を創り上げていくことの工夫が
喫緊の課題（テーマ）ではないかと思う。
　事務部局としても遅れを取ることなく、入試・教学・経営改革の一翼を担
う自らを研ぎ澄ましていきたいものだ。
（やました　けん）
